
 

決算書掲載頁　P75

内
訳

市の事務事業が常に法令などに基づき適正に行われるように法的支援・対応を行う。

今後も引き続き、円滑な市政運営のため、必要な法規関係資料整備を迅速に行い、争訟事件の解決、的確な法律相談
業務を実施する。また、今後も「地域主権改革」に伴う国の動向を注視し、必要に応じて職員への説明会の実施、例規改
正などを適切に実施する。
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施策遂行にあたり適正な例規などの整備を行うとともに、種々の問題解決に協力し
た。A

より効率的・効果的な法律相談の対応、
職員の法務・法的対応能力の一層の向
上に向けての取組みを行う必要がある。
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適時性、的確性のある例規整備を行う。
争訟に係る的確な対応を行う。
法的問題に関し、顧問弁護士との相談・調整などを行い、問題解決を図る。
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市民向けの例規の公開及び職員の執務用例規を整備することにより、市の事務・事業を適切に行う。
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河内長野市民及び市職員など

今後も迅速かつ的確な例規関係業務運営を行うため、四半期ごとに例規データの更新を行い、直近の内容での例規
データ検索が可能となるよう努める。極めて専門性の高い案件に対応するため、必要な事案については専門的知識を有
する企業への法制執務業務委託などを活用し、的確に処理を行う。
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条例・規則などの改正に伴い、迅速な例規データの更新を行う。
法令解釈や例規審査の一部について法制支援の専門的知識を有する企業へ委託し、迅速かつ的確な例規関係業務を
行う。
「地域主権改革」に伴い、職員への説明会を実施するとともに、適正な例規整備を実施する。
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事業：法規関係事業                                  

 １．法規関係事業 

庁内において事務執行上生じる諸問題に迅速、的確に対応すべく、下記のとおり法規関係事務を行った。 

(1)適時性、的確性のある例規整備 

(2)争訟に係る的確な訴訟遂行 

(3)法的問題に関し、顧問弁護士との相談・調整など 

細事業：例規システム運用・管理事業                             

１．例規整備 

法的に適正な業務執行を支援するため、法律、条例などの解釈及び条例などの例規の審査を行った。 

また、新規制定や一部改正などを行った例規については、適正な業務運営を行うため、例規データベースの 

整備などを行うとともに、例規データベースを年４回更新し、市のホームページ上で市例規集として公開した。 

＜例規公布件数＞ 

 条 例 規 則 規 程 訓 令 要 綱 その他 

平成２４年度公布件数 49 61 34 0 49 27 

２．法制執務支援業務 

一部の法令解釈や例規審査について法制執務の専門的知識を有する企業に法制執務支援業務委託を行い、必要

な支援、相談対応を依頼し、適正な例規整備を実施した。 

平成２４年度法制執務支援業務委託の実績 

    法令解釈に係る支援  ３件 

    例規審査に係る支援  ７件 

    計         １０件 

 

３．地域主権改革推進支援業務 

「地域主権改革」に伴い、法制執務の専門的知識を有する企業に地域主権改革推進支援業務委託を行い、関係

例規整備、職員への説明会の開催を実施した。 

 

（例規システム） 


